みんなの家かるがも　職場学習
成年後見制度と権利擁護　　　　　　　2019年1月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中島純男
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1、権利擁護支援について

・消費者被害などの「権利侵害からの救済・保護」

・本来認められているはずの権利行使ができなかった人への「権利行使の保障」の支援

・法律や制度としての位置付けがなされていない場合の「新たな権利の創造」の支援

具体的には

・本人支援
（自分らしく生きることができるように、障害や疾病で損なわれた社会的主体者としての立場を回復することへの支援、自己決定の支援・相談支援・障害認知受容などをとおして社会的関係性の維持とコミュニケーションの保障、など）
　・生活支援

　　（各種福祉サービスを受けること、経済的基盤の確立、医療・介護サービスの確保、見守り支援などをつうじて、地域生活を実現）

　・法的支援

（各種契約への対応、債務整理、財産管理、成年後見制度利用、確立されていない権利でも当然認められることの制度構築など）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2、成年後見制度は

現行の成年後見制度は、高齢化社会への対応及び障害者福祉の充実の観点から、判断能力の不十分な高齢者や障害者等を保護し、支援するために「自己決定の尊重」、「残存能力の活用」、「ノーマライゼーション」の三つの基本理念と、「本人保護」の理念との調和を図ることを趣旨としています。

本人の状況に応じた柔軟かつ弾力的な利用しやすい制度をめざして、成年後見制度等関連四法が2000年4 月1 日から施行されました。
法定後見制度の改正
　従来の禁治産・準禁治産制度がそれぞれ改正され「後見」「保佐」という類型になり、新たに「補助」という類型が加わりました。
　「補助」は、意思能力の減退の程度の低い人に最も利用しやすい制度です。個人の能力を補うように必要な保護をする事が目的とされています。本人、親族等の請求によって、家庭裁判所が「補助人」を選任します。家庭裁判所は、補助人の代理権又は同意権・取消権の一方又は双方を付与しますが、その必要性がなくなれば取り消される事になります。従来の制度を残しつつ、個人の能力を考慮した制度が「補助」の類型です。
任意後見制度の導入
　従来の法定後見制度に加え、新たに任意後見制度が創設されました。
　任意後見制度とは、自己決定権が尊重される制度で、まず本人と任意後見人が公正証書で任意後見契約を締結します。自分の能力がある時に任意後見人を選任しておき、後見内容も自分で決定します。
　その内容は、単に財産管理にとどまらず、身上保護（医療、住居の確保、施設の入退所等、介護、生活維持等々）をもその内容とする事ができます。これは登記される事により、後から法定後見を申し立てる人が現れても、裁判所は、任意後見を登記により確認する事ができます。
　さらに、本人保護の見地から裁判所が任意後見監督人を選任し、常時、任意後見人を監督することができ、もし問題が起きたと場合には、家庭裁判所が任意後見人を解任する事ができます。
　この任意後見制度は、自己決定権の尊重と本人の保護の両方を併せ持った制度といえます。
　任意後見制度は、公正証書をもって契約し、本人と受任者が確認した上で登記嘱託し、不正も監視されるという仕組みになっています。
後見制度の拡充
　第１に、後見人或いは保佐人には、従来自然人だけが認められていたのですが、今回の改正により、例えば社会福祉事業等を行っている法人でも後見人或いは保佐人になれることができるようになりました。
　第２に、後見、保佐、補助、後述する任意後見のすべての類型において、身上配慮義務が課されることになりました。
　第３に、従来は、監督人としては、後見監督人という制度しか置いてなかったのであるが、改正により保佐監督人、補助監督人、任意後見監督人というように、すべての類型に監督人を置くことにより、本人の保護が徹底されています。
　第４に、禁治産・準禁治産であることは、戸籍の記載事項でしたが、これを廃止し、戸籍に替わる新しい登記制度を導入しました。
現行制度には、従前の禁治産，準禁治産の制度を改めた「法定後見制度」（「民法」で定められている）と、従前の制度にはなかった「任意後見制度」（「任意後見契約に関する法律」で定められている）があります。
申立全体の約８割が後見で、保佐、補助は圧倒的に少ないです。

【後見】　ほとんど判断出来ない人を対象としています。
　精神上の障害（知的障害、精神障害、認知症など）によって判断能力を欠く常況にある者を保護します。大体、常に自分で判断して法律行為をすることはできないという場合です。
　家庭裁判所は本人のために成年後見人を選任し、成年後見人は本人の財産に関するすべての法律行為を本人に代わって行うことができます。また、成年後見人または本人は、本人が自ら行った法律行為に関しては日常行為に関するものを除いて取り消すことができます。

【保佐】　判断能力が著しく不十分な人を対象としています。
　精神上の障害（知的障害、精神障害、認知症など）によって判断能力が特に不十分な者を保護します。簡単なことであれば自分で判断できるが、法律で定められた一定の重要な事項については援助してもらわないとできないという場合です。
　家庭裁判所は本人のために保佐人を選任し、さらに、保佐人に対して当事者が申し立てた特定の法律行為について代理権を与えることができます。また、保佐人または本人は本人が自ら行った重要な法律行為に関しては取り消すことができます。

【補助】　判断能力が不十分な人を対象としています。
　精神上の障害（知的障害、精神障害、認知症など）によって判断能力が不十分な者を保護します。大体のことは自分で判断できるが、難しい事項については援助をしてもらわないとできないという場合です。
　家庭裁判所は本人のために補助人を選任し、補助人には当事者が申し立てた特定の法律行為について代理権または同意権（取消権）を与えることができます。
任意後見制度は、本人が契約に必要な判断能力を有しているうちに、受任者に対し、判断能力が不十分な状況における自己の生活、療養看護および財産の管理に関する事務の全部または一部を委託し、その委託に係る事務について代理権を付与する委任契約(任意後見契約)を結び、任意後見監督人が選任された時からその効力が生ずるようにする制度です。
3、後見人の役割は
成年後見人の仕事には、大きく分けて財産管理と身上監護の２つがありますが、ここでいう身上監護には、現実の介護行為は含まれません。また、食料品や衣料品等を購入するような日常生活に関する行為については、本人が自由におこなうことができます。
なお、本人の居住用不動産を処分するには家庭裁判所の許可が必要となります。ここでいう「処分」は売買だけでなく、賃貸や抵当権の設定等の行為も含まれます。
成年後見人（保佐人・補助人）が事務を行うときには、『本人』の意思を尊重し、その心身の状態及び生活の状況に配慮しなければなりません。
身上配慮義務が要請する身上監護とは、客観的な視点からみた利用者本人の生活の質(ＱＯＬ)の維持・向上を目的とした活動であると位置づけられます。
そして、成年後見人にはこの活動を法的に保障するための手段として、利用者の財産管理に対するさまざまな権限(法定代理権、同意権、取消権など)が与えられています。だから、成年後見人には、利用者の生活の質の維持・向上のために積極的に利用者の資産を活用するという発想が求められています。資産を利用者のために適切に使うためにも、常に利用者の心身の状態と生活の状況を把握しておかなければなりません。
成年後見人の立場は、利用者の周囲との調整役ではなく、利用者の主張役であり、それは意思能力を欠く状況にある本人の人権への配慮ともいえます。同時に、周辺の方への配慮でもあります。

成年後見人には、利用者の具体的・個別的な状況をつかむことや周囲の方の話を十分に聞きとる能力を高め、本人のためにの配慮は何かという観点に基づき、具体的に理解を得られるように手続きをすすめることが求められている。
家庭裁判所は、必要があればいつでも成年後見人に対し、報告を求めることができますが、実務上は年に１回程度の報告で済むことが多いです。 ただし、本人の居住場所が在宅から施設に変わったり、入居先の施設を移る等して、本人の生活環境に変化があった場合や、 重要な財産を処分した場合は、その都度、家庭裁判所へ報告する必要があります。 なお、家庭裁判所からの指示に従わずに、定期的な報告を怠ると、家庭裁判所が成年後見人を解任することがあります。
4、私が後見してきた人、している人　　
　　

Ｋさん　80代半ばの女性　　　後見　　　 Ｙさん　　80代はじめの男性　　後見
Ｔさん　　80第はじめの女性　　保佐　　　Ｓさん　　70代後半の男性　　　保佐
Ｍさん　　70代後半の女性　　　保佐　　　Ｎさん　　90代半ばの女性　　　後見
Uさん　　90代初めの女性　　　後見　　　Fさん　　80代後半の男性　　　補助
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	本人および関係者との面談

今後の後見事務を遂行していくために、被後見人およびその関係者と面談します。

	[image: image3.png]



	財産関係の書類や印鑑の引渡し

現金、通帳、有価証券、不動産権利証、実印、銀行印、印鑑登録カード等をそれまで管理していた人から受け取ります。
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銀行、保険会社等への届出

書類や印鑑等の引渡しだけでなく、直接、銀行や保険会社等に成年後見人の就任を届け出ます。
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登記事項証明書の入手

成年後見人であることを証明するために、法務局で発行してもらいます。
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財産目録の作成

被後見人の財産を調査し、１ヶ月以内に財産目録を作成し、裁判所に提出します。
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年間支出額の予定

１年間に支出する金額を予定し、収入とのバランスを明らかにします。



	


　　　　　　　　　　　　

　5、これからの活用と課題
　　・成年後見人制度そのものの普及と活用　　

　　・権利擁護にかんする諸制度との結びき

　　・地域での「相談場所」と専門職との連携

　　・安心・安全の地域づくりと権利擁護システムの構築
　　・介護施設などの利用促進と制度の学習
